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第１章 第３次中期計画の基本的な考え方 

 

Ⅰ はじめに（策定の趣旨） 

公益社団法人静岡市シルバー人材センター（以下「センター」という。）は、令和２年

度から令和６年度までの５年間を計画期間とする第２次中期計画を策定し、事業を推進

してきました。 

第２次中期計画の終了に伴い、同計画の事業の成果を検証し、その中で明らかになっ

た課題やセンターを取り巻く環境について、改めて調査・分析し、今後の事業運営の方針

となる第３次中期計画を策定することとしました。 

 

Ⅱ 基本理念 

「自主・自立、共働・共助」の理念のもと「仕事を通じて社会に参加し、地域の活性化

に貢献したい」と考える高齢者が、自らの豊かな知識、経験、技術等の能力を活かし、働

くことによって活力ある地域づくりに貢献します。 

 

Ⅲ 計画期間 

第３次中期計画の期間は、令和７年度から令和 11年度（2025 年度～2029 年度）まで

の５年間とします。 

 

Ⅳ 点検・評価 

毎年度、第３次中期計画の事業の実施状況を点検・評価し、進捗管理を行い、センター

を取り巻く社会環境の変化に対する柔軟な対応を行います。 

また、理事会及び各種委員会に進捗状況を報告するとともに、点検・評価の結果を反映

した翌年度の事業計画を策定し、事業を実施します。 

 

中期計画 事業計画 事業実施 点検・評価 

施策見直し 事業報告 
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第２章 第２次中期計画 

 

Ⅰ 成果の検証、課題に対する分析及び対応 

令和２年度から令和６年度までの５年間を計画期間とする第２次中期計画は、計画の

初年度から３年目の令和４年度までは、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のた

め、一部の事業を計画どおりに実施することができなかったことから「会員数の増加」及

び「就業機会の拡大」の目標は、達成することができませんでした。 

一方、令和 5 年５月に新型コロナウイルス感染症の感染法上の区分が変更（５類に移

行）されたことに伴い、計画の４年目及び最終年度の令和５年度及び令和６年度につい

ては、事業を計画どおりに実施することができましたが、「会員数の増加」及び「就業機

会の拡大」の目標は、達成することができませんでした。 

このため、毎年度の事業の点検・評価の進捗管理に加え、計画全体の成果を検証し、そ

の中で明らかになった課題に対する分析及び対応を 10 ページから 21 ページに記載の

「第２次中期計画検証資料」のとおりまとめました。 

 

（Ⅰ）目標及び実績 

１ 会員数の増加 

     単位：人 

区 分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

目標会員数 2,880 3,030 3,190 3,340 3,500 

実績会員数 2,581 2,649 2,744 2,754 2,755 

目標と実績の差 △299 △381 △446 △586 △745 

 

２ 就業機会の拡大 

     単位：人 

区 分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

目標就業実人員数 2,340 2,460 2,590 2,710 2,840 

実績就業実人員数 2,054 2,043 2,146 2,116 2,103 

目標と実績の差 △286 △417 △444 △594 △737 

 

※１及び２の令和６年度の数値は、12月末までの実績に基づく見込み人数。 
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第３章 センターを取り巻く環境 

 

Ⅰ 制度改革による影響 

令和２年３月に「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律」の改正が行われ、令和３年

４月から施行されたことに伴い、事業主には、雇用する労働者について、従前の 65 歳ま

での雇用確保義務に加え、70 歳までの就業確保措置を講ずることが努力義務とされまし

た。このため、センターの会員については、60 歳台の入会者及び在会者が減少し、70 歳

以上の入会者及び在会者が増加しており、会員全体も高齢化しています。（表１、表２） 

また、センターの会員は、令和５年５月に公布され、令和６年 11 月から施行された「特

定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法律（フリーランス法）」の当事者（フリー

ランス）に該当するため、同法への的確な対応を図るべく、施行日以降、順次、センター

における契約方法を変更（発注者から会員に対して直接業務委託が行われる形式に変更）

しています。しかしながら、この変更に伴い、発注者には、新たな税負担（納税費用）が

発生する場合があるため、請負・委任契約の受注が減少することが心配されます。 
 

表１ センターの入会者の年齢構成 

区分 
60～64 歳 65～69 歳 

小計 
(60～69 歳) 

70 歳以上 合計 入会者の
平均年齢 
（歳） 入会者 

（人） 
比率 

（％） 

入会者 

（人） 

比率 

（％） 

入会者 

（人） 

比率 

（％） 

入会者 

（人） 

比率 

（％） 

入会者 

（人） 

比率 

（％） 

令和元年度 54 10.8 185 37.1 239 48.0 259 52.0 498 100 70.6 

令和２年度 21 6.5 109 33.9 130 40.4 192 59.6 322 100 71.2 

令和３年度 53 10.5 166 33.0 219 43.5 284 56.5 503 100 70.6 

令和４年度 34 7.1 126 26.3 160 33.3 320 66.7 480 100 71.5 

令和５年度 44 9.7 128 28.1 172 37.8 283 62.2 455 100 71.2 

 

表２ センターの在会者の年齢構成 

区分 
60～64 歳 65～69 歳 

小計 
(60～69 歳) 

70 歳以上 合計 在会者の
平均年齢 
（歳） 在会者 

（人） 
比率 

（％） 

在会者 

（人） 

比率 

（％） 

在会者 

（人） 

比率 

（％） 

在会者 

（人） 

比率 

（％） 

在会者 

（人） 

比率 

（％） 

令和元年度 97 3.5 619 22.6 716 26.1 2,025 73.9 2,741 100 73.0 

令和２年度 65 2.5 459 17.8 524 20.3 2,057 79.7 2,581 100 73.7 

令和３年度 83 3.1 437 16.5 520 19.6 2,129 80.4 2,649 100 73.9 

令和４年度 71 2.6 417 15.2 488 17.8 2,256 82.2 2,744 100 74.2 

令和５年度 79 2.9 396 14.4 475 17.2 2,279 82.8 2,754 100 74.5 
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Ⅱ 高齢者を取り巻く現状 

 

内閣府発行の「令和６年版高齢社会白書」では、令和５年の労働力人口（15 歳以上人

口のうち就業者と完全失業者を合わせた人口）は、6,925 万人で、そのうち 60 歳以上は、

1,500 万人、65 歳以上は、931 万人で、労働力人口総数に占める割合は、それぞれ 21.7％

と 13.4％となり、高齢者が社会の担い手となっていることが分かります。また、現在収

入のある仕事をしている 60 歳以上の 36.7％が、「働けるうちはいつまでも」働きたいと

回答しており、「70 歳くらいまで」又は「それ以上」との回答と合計すれば、87.0％が高

齢になっても仕事をする意欲を持っていることが分かります。（表３） 

なお、この白書の中では、シルバー人材センター事業について、「人手不足の悩みを抱

える企業を一層強力に支えるため、シルバー人材センターによるサービス業等の人手不

足分野や現役世代を支える分野での就業機会の開拓・マッチング等を推進するとともに、

特に、介護分野の人材確保支援及び高年齢者の一層の活躍を推進し高年齢者の生きがい

の充実、社会参加の促進等を図る。」としています。 

 
※ 高齢社会白書 

高齢社会対策基本法に基づき、平成 8 年から毎年政府が国会に提出している年次報告書で

あり、高齢化の状況や政府が講じた高齢社会対策の実施の状況、また、高齢化の状況を考

慮して講じようとする施策について明示。 

 

表３ あなたは、何歳ごろまで収入を伴う仕事をしたいですか（60 歳以上の方） 

（内閣府「高齢者の経済生活に関する調査」） 
単位：％ 

区 分 
65 歳 
くらい 
まで 

70 歳 
くらい 
まで 

75 歳 
くらい 
まで 

80 歳 
くらい 
まで 

働けるう
ちはいつ
までも 

仕事をし
たいとは
思わない 

不明・ 
無回答 

全 体 25.6 21.7 11.9 4.8 20.6 13.6 1.9 

収入のある仕事 
をしている者 11.6 23.4 19.3 7.6 36.7 0.8 0.6 
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Ⅲ 静岡市の人口の状況 

 

厚生労働省の国立社会保障・人口問題研究所が、令和５年 12 月に公表した「日本の地

域別将来推計人口（令和５年推計）」によると、第３次中期計画の初年度（令和７年度）

の令和７年 10 月時点での静岡市の総人口は、673,766 人で、そのうち 60 歳以上の人口

は、255,917 人（38.0％）、65 歳以上の人口は、212,211 人（31.5％）と推計されていま

す。また、同計画の最終年度（令和 11 年度）後の令和 12 年 10 月時点での静岡市の総人

口は、649,978 人で、そのうち 60 歳以上の人口は、259,804 人（40.0％）、65 歳以上の人

口は、212,327 人（32.7％）と推計されています。（表４） 

令和７年 10 月時点と令和 12 年 10 月時点の人口を比較すると、総人口は、23,788 人

（3.5％）減少し、60 歳以上の人口は、3,887 人（1.5％）、65 歳以上の人口は、116 人

（0.1％）増加しますが、センターの入会者の大宗を占める 65 歳以上の人口については、

比較的、変動が小さく、ほぼ横ばいになっています。 

なお、静岡市が、令和６年９月に公表した「静岡市将来人口の独自推計の結果」では、

国立社会保障・人口問題研究所の推計よりも早いペースで総人口の減少が進むと推計さ

れていますが、年齢階層ごとの推計の詳細等は未公表のため、当該推計による状況分析

は行っていません。 

 

※ 日本の地域別将来推計人口（令和５年推計） 

令和２（2020）年の国勢調査を基に、令和 32（2050）年までの５年ごと 30 年間について、

５歳階級別に推計。 

 

※ 静岡市将来人口の独自推計の結果 

令和６（2024）年の住民基本台帳を基に、令和 32（2050）年までについて、推計。 

 

表４ 静岡市の人口推計 

（国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（令和５年推計）」） 

区 分 
令和２年 
(2020 年) 

令和７年 
(2025 年) 

令和 12 年 
(2030 年) 

令和 17 年 
(2035 年) 

令和 22 年 
(2040 年) 

令和 27 年 
(2045 年) 

令和 32 年 
(2050 年) 

総人口 693,389 673,766 649,978 624,853 598,680 572,318 546,205 

うち 60 歳 
以上の人口 

253,104 255,917 259,804 266,200 261,912 253,775 243,864 

総人口比率 36.5 38.0 40.0 42.6 43.7 44.3 44.6 

うち 65 歳 
以上人口 

211,731 212,211 212,327 214,621 220,200 216,768 210,431 

総人口比率 30.5 31.5 32.7 34.3 36.8 37.9 38.5 

（※各年の人口は、10月１日現在） 
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第４章 第３次中期計画 

 

Ⅰ 目標及び事業計画 

第２次中期計画の終了に伴い、同計画の事業の成果を検証し、その中で明らかになっ

た課題やセンターを取り巻く環境について、改めて調査・分析し、今後の事業運営方針

を明らかにするため、第３次中期計画の目標及び事業計画を次のとおり策定しました。 

第３次中期計画では、事業計画を着実に実施し、目標を達成することにより、今後の

センターの発展につなげていきたいと考えています。 

 

（Ⅰ）目標 

１ 会員数 

     単位：人 

区 分 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

会員数 2,795 2,835 2,875 2,915 2,955 

(単年度増減数) (40) (40) (40) (40) (40) 

 

２ 就業実人員数 

     単位：人 

区 分 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

就業実人員数 2,141 2,172 2,202 2,233 2,264 

(就業率) (76.6%) (76.6%) (76.6%) (76.6%) (76.6%) 
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（Ⅱ）事業計画 

１ 会員数の増加 

［会員数］（再掲） 単位：人 

区分 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

会員数 2,795 2,835 2,875 2,915 2,955 

(単年度増減数) (40) (40) (40) (40) (40) 

（※算出根拠：単年度増減数は、（１）「入会の促進」の目標入会者数（500 人／年）と、 

（２）「退会者の抑制」の推定退会者数（460 人／年）から算出） 

（１）入会の促進 

入会者を増加させるため、次の説明会等を実施し、年間目標入会者数を 500 人と想定しま

す。 

ア 定例入会説明会（東西事務所で月１回） 

イ 出張入会説明会（年 16 回） 

ウ 除草、植木剪定希望者向け入会説明会（年２回） 

エ 女性向け体験会・入会説明会（年２回） 

オ オンライン会員登録 

［目標入会者数］ 単位：人 

説明会等の区分 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

定例 300 300 300 300 300 

出張 100 100 100 100 100 

除草・植木 10 10 10 10 10 

女性向け 5 5 5 5 5 

オンライン 85 85 85 85 85 

計 500 500 500 500 500 

（※算出根拠：制度改正による影響等も踏まえ、２年度～６年度の実績及び見込みから算出） 

（２）退会者の抑制 

退会者の抑制を図るため、次の事項を実施し、年間推定退会者数を 460 人と想定します。 

ア 就業相談 

イ ゴールド会員制度 

［推定退会者数］ 単位：人 

区 分 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

推定退会者数 460 460 460 460 460 

（※算出根拠：ゴールド会員制度の改正等も踏まえ、２年度～６年度の実績及び見込みから算出） 

（３）広告宣伝の実施 

センターを広く理解してもらうため、次の広告宣伝を実施します。 

ア 自治会チラシ回覧板（年２回） 

イ 市民向け講座等の開催（年２回） 

ウ ホームページ掲載内容の充実 

（４）多様な人材の確保 

仕事別など対象者を絞った入会説明会を開催します。 

（５）女性会員の増加 

女性向けの体験会や入会説明会を開催します。（再掲） 

7



 

２ 就業機会の拡大 

［就業実人員数］（再掲） 単位：人 

区分 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

就業実人員数 2,141 2,172 2,202 2,233 2,264 

（就業率） (76.6%) (76.6%) (76.6%) (76.6%) (76.6%) 

（※算出根拠：就業実人員数は、２年度～６年度の実績及び見込み就業率から算出） 

（１）就業先の開拓 

多くの会員に就業機会を紹介できるよう企業等を訪問し、就業先を開拓します。 

［目標訪問件数］ 単位：件 

区分 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

目標訪問件数 245 245 245 245 245 

（※算出根拠：４年度～６年度の実績及び見込みから算出） 

（２）会員の技術・技能の向上 

就業につながる次の講習会を開催し、会員が就業する際の不安を軽減します。また、植木

剪定・除草作業等の後継者を育成します。 

ア 植木剪定技能等講習会（年２回） 

（うち１回は後継者の育成を図る講習会） 

イ 家事援助講習会（年２回） 

ウ 手芸班講習会（年２回） 

エ 接遇講習会（年２回） 

（３）就業相談の実施（再掲） 

定例（毎月第４水曜日）の就業相談に加え、ホームページの会員専用ページや携帯電話の

ショートメッセージ送信サービスを活用し、就業相談を実施します。 

３ 安全・適正就業の推進 

（１）安全就業の推進 

各種委員会による安全パトロールを実施するとともに、安全就業委員会及び各種職群班が

中心となって安全な就業の方法等を検討し、安全就業を推進します。 

（２）安全意識の向上 

安全就業標語や事故発生状況などを会報誌、ホームページを通して会員に周知し、会員一

人ひとりの安全意識の向上を図ります。 

（３）安全講習会の開催 

会員が安全に就業できるよう安全に関する次の講習会を開催し、事故発生の防止を図りま

す。また、草刈機使用作業の従事者は、草刈機取り扱い講習会への出席を必須とします。 

ア 草刈機取り扱い講習会等（年２回） 

イ 自転車等安全運転講習会（年２回） 

（４）適正就業の実施 

就業形態（「請負」、「委任」、「派遣」、「職業紹介」）に応じた適正な契約を実施します。 
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４ 運営組織の活性化 

（１）理事会・委員会等の連携 

各種委員会で検討されている情報を理事会・委員会等で共有し、課題解決に向けて連携を

図ります。 

（２）会員組織の活性化 

自主・自立、共働・共助、の理念のもと、活力ある地区班及び職群班の活動を推進します。 

（３）生きがい・魅力づくり 

就業を通じて生きがいにつなげる役割はもちろんのこと、地域社会との連携など、就業以

外でもセンターの会員であることに生きがいを感じられるよう、生きがい・魅力づくりを推

進します。 

（４）事務処理の効率化 

事務処理の効率化を図るため、デジタル化を推進します。 
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資 料 

Ⅰ 第２次中期計画検証資料 

成  果 

１ 会員数の増加 

会員数の目標及び実績 

 

［目標及び実績］                                             単位：人 

区 分 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度  

目標会員数 2,880 3,030 3,190 3,340 3,500 

(単年度増減数) (160) (150) (160) (150) (160) 

実績会員数 2,581 2,649 2,744 2,754 2,755 

(単年度増減数) (△139) (68) (95) (10) (1) 

目標と実績の差 △299 △381 △446 △586 △745 

(単年度増減数) (△299) (△82) (△65) (△140) (△159) 

※６年度の実績は、12 月末までの実績を基にした見込み。以下、同様。 

 

［実績］                                                     単位：人 

区 分 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度  

入会者 322 503 480 455 501 

退会者 482 435 385 445 500 
 

（１）入会の促進 

入会説明会参加者の 55％が入会することから参加者を増加させ、入会者を増加させるため、次の説明

会等を実施。 

・東西事務所で月１回開催する月例入会説明会 

・出張入会説明会（年 16 回） 

・除草、植木剪定希望者向け入会説明会（４年度～：年２回） 

・女性向け体験会＆入会説明会（４年度～：年２回） 

・オンライン会員登録（４年度～） 
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検証及び課題 課題に対する分析及び対応 

 

（検証） 

・会員数の増加に係る（１）～（５）の事

業（「入会の促進」、「退会の抑制」、「広

告宣伝の検討」、「多様な人材の確保」、

「女性会員の増加」）については、コロ

ナの影響を受け、２年度、３年度は一部

計画どおりの実施や目標の達成ができ

なかった。４年度以降は、計画どおりの

実施や目標を達成したが、全ての年度に

おいて、実績会員数が、目標会員数を下

回った。 

 

（課題） 

・４年度以降は、計画どおりの実施や目標

を達成したが、単年度の目標会員数を達

成することができなかったので、その要

因を分析し、今後の目標設定のあり方を

検討する必要がある。 

 

（分析） 

・各年度の目標会員数（単年度増減数）は、入会者及び退会者の

推定により次表のとおり算定。 

［目標］                                       単位：人 

区 分 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

入会者 690 680 690 680 690 

退会者 530 530 530 530 530 

差引(増減数) 160 160 150 160 150 

・目標に対し、入会者の及び退会者の［実績］は、全ての年度に

おいて、減少。 

・目標に対して実績が減少している理由は、入会者については、

入会説明会の開催を増加することで、参加者及び入会者が増加

すると想定したが、実際には、定例入会説明会の参加者がほか

の入会説明会に分散されたという結果になり、参加者及び入会

者は、増加しなかったこと、令和３年４月に「高年齢者等の雇

用の安定等に関する法律」の改正が施行され、65 歳までの雇

用確保義務に加え、70 歳までの就業機会の確保が努力義務と

されたことに伴い、60 歳代の参加者及び入会者が減少したこ

とが要因。また、退会者については、コロナの状況等も踏まえ、

正会員会費の免除など、退会の抑制に係る事業を実施すること

ができたことが要因。 

 

（対応） 

会員数の目標設定に当たっては、実績等の算定根拠に、制度改

正による影響など、センターを取り巻く環境も十分、配慮する必

要がある。 

 

（検証） 

・コロナの影響を受け、2 年度は、入会率

の目標（55％）を下回り、5 年度は、出

張入会説明会の入会者が減少し、目標を

下回ったが、3 年度、４年度及び６年度

は、目標を達成。 

 

 

 

 

（分析） 

・入会者の目標数値は、明示されていないが、各年度の目標数値

は、次表のとおり算定。 

［目標］                                       単位：人 

区 分 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

入会説明会参加者 1,261 1,241 1,261 1,241 1,261 

入会者 690 680 690 680 690 

・目標に対し、入会説明会参加者の［実績］は、全ての年度にお

いて、減少。 
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成  果 

［実績］                                                                            単位：人、% 

 

（２）退会の抑制 

退会者の抑制を図るため、次の事業を実施。 

ア 就業相談 

毎月第４水曜日に実施している就業相談に加え、４年度からホームページの会員専用ページや携帯

電話のショートメッセージ送信サービスを活用し、実施。 

イ ゴールド会員制度 

３年度～５年度は、正会員会費の免除の実施に伴い、限定的に実施。 

［実績］                                          単位：人 

区 分 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度  

ゴールド会員数 9 10 2 6 12 

ウ 正会員会費の免除 

コロナ禍における会員の退会抑制及び増加を図るため、未就業会員の４年度又は５年度の正会員会

費の免除を実施。（コロナの感染法上の区分変更に伴い５年度をもって終了。） 

［目標］                                          単位：人 

区 分 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

会員増員効果 － － 205 77 － 

［推定及び実績退会者数］                          単位：人 

区 分 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度  

推定退会者数 530 530 530 530 530 

実績退会者数 482 435 385 445 500 

推定と実績の差 △48 △95 △145 △85 △30 
 

参加者 入会者 入会率 参加者 入会者 入会率 参加者 入会者 入会率 参加者 入会者 入会率 参加者 入会者 入会率

月例 453 263 58.1 493 345 70.0 483 302 62.5 470 282 60.0 490 300 61.2

出張 159 59 37.1 264 158 59.8 246 147 59.8 211 80 37.9 229 112 48.9

除草・植木 ― ― ― ― ― ― 6 1 16.7 9 7 77.8 19 11 57.9

女性向け ― ― ― ― ― ― 29 5 17.2 8 1 12.5 19 3 15.8

小計 612 322 52.6 757 503 66.4 764 455 59.6 698 370 53.0 757 426 56.3

ｵﾝﾗｲﾝ登録 ― ― ― ― ― ― 42 25 59.5 148 85 57.4 129 75 58.1

合計 612 322 52.6 757 503 66.4 806 480 59.6 846 455 53.8 886 501 56.5

６年度説明会の

区分

２年度 ３年度 ４年度 ５年度
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検証及び課題 課題に対する分析及び対応 

（課題） 

・参加者、入会者の増加については、入会

率（55％）以外は、具体的な（数値）目

標が示されていないため、各説明会の参

加者等の目標数値を設定するかどうか

など、今後の目標設定のあり方を検討す

る必要がある。 

・目標に対して実績が減少している理由は、入会者については、

入会説明会の開催を増やすことで、参加者及び入会者が増加す

ると想定したが、実際には、定例入会説明会の参加者がほかの

入会説明会に分散されたという結果になり、参加者及び入会者

は、増加しなかったこと、令和３年４月に「高年齢者等の雇用

の安定等に関する法律」の改正が施行され、65 歳までの雇用

確保義務に加え、70 歳までの就業機会の確保が努力義務とさ

れたことに伴い、60 歳代の参加者及び入会者が減少したこと

が要因。また、退会者については、コロナの状況等も踏まえ、

正会員会費の免除など、退会の抑制に係る事業を実施すること

ができたことが要因。（再掲） 

 

（対応） 

入会説明会参加者の入会率（55％）が目標化され、本来の目標

である入会者の増加については、効果が測定しづらい状況となっ

ているため、算定根拠に基づいた個々の入会説明会等の入会者数

を目標として設定するなど、効果が測定しやすい目標を設定する

必要がある。 

（検証） 

・コロナの状況等も踏まえ実施すること

ができたため、全ての年度において、実

績（年間）退会者数が、推定（年間）退

会者数を下回った。 

 

（課題） 

・ゴールド会員は、正会員会費の免除事業

の免除対象者に相当したが、ゴールド会

員制度には、会費の免除規定がなく、ゴ

ールド会員が、会費の免除を受けるため

には、正会員に移行する必要があったた

め、３年度～５年度は、広く制度を実施

することができなかった。今後、より効

果的な制度とするため、適用条件（在籍

１年以上、年齢 80 歳以上）も含め制度

のあり方について検討する必要がある。 

 

 

 

 

（分析） 

・ゴールド会員には、会費の免除を必要とする場合がある。また、

年齢にかかわらずゴールド会員制度を利用したいという要望

がある。 

 

（対応） 

ゴールド会員に会費の免除規定を設けること、正会員からゴー

ルド会員への移行の年齢制限を廃止することを、令和６年６月

18 日開催の第 13 回定時総会に付議し、承認日（同日）から施行。 

13



 

成  果 

（３）広告宣伝の検討 

高齢者に直接的に伝わる次の広告宣伝を実施。また、センターの認知度の向上を図るため、より効果

的な広告宣伝媒体を検討。 

 

ア 自治会チラシ回覧板 

【回覧板１回実施により入会者説明会参加者 50 人増を想定】 

［目標及び実績］                                  単位：人 

区 分 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

目標回数 2 2 2 2 2 

実績回数 0 2 2 2 2 

※２年度は、コロナのため中止。 

                                     単位：人 

区 分 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

参加者増員数 
1 回目 0 108 91 85 96 

2 回目 0 75 85 110 90 

 

イ 市民向け講座等 

［目標及び実績］                                  単位：人 

区 分 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

目標回数 2 2 2 8 13 

実績回数 0 0 6 9 13 

※２年度、３年度は、コロナのため中止。 

 

ウ ホームページ掲載内容の充実 

４年度からオンライン会員登録、会員専用ページを実施。 

 

（４）多様な人材の確保 

資格・技能を保有した会員を把握・管理し、様々な発注者のニーズに的確に応えられる仕組みを整備

するため、入会時に保有資格や職歴等を把握。また、４年度に会員状況調査で事務系職種に係るアンケ

ートを実施するとともに、４年度から除草、植木剪定希望者向け入会説明会を開始（再掲）。 

（・２年度は、コロナのため、仕組みの整備の検討は、未実施。） 

 

（５）女性会員の増加 

女性向け体験会・入会説明会を開催（再掲）。また、広告宣伝を効果的に実施。 

（・２年度、３年度は、コロナのため、事業は、未実施。） 

14



 

検証及び課題 課題に対する分析及び対応 

（検証） 

・コロナの影響を受け、２年度、３年度は、

一部事業を中止したが、４年度以降は、

計画どおり実施。 

 

（検証） 

・コロナの影響を受け、２年度は、一部計

画に沿って事業を実施できなかったが、

３年度以降は、計画に沿って事業を実

施。 

 

（検証） 

・コロナの影響を受け、2 年度、３年度は、

一部計画に沿って事業を実施できなか

ったが、４年度以降は、計画に沿って事

業を実施。 
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成  果 

２ 就業機会の拡大 

就業実人員数の目標及び実績 

 

［目標及び実績］                                                単位：人 

区 分 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度  

目標就業実人員数 2,340 2,460 2,590 2,710 2,840 

(目標就業率) (81.2％) (81.2％) (81.2％) (81.2％) (81.2％) 

実績就業実人員数 2,054 2,043 2,146 2,116 2,103 

(実績就業率) (79.6％) (77.1％) (78.2％) (76.8％) (76.3％) 

目標と実績の差 
△286 △417 △444 △594 △737 

(△1.9％) (△4.1％) (△3.0％) (△4.4％) (△4.9％) 

 

 

（１）就業先の開拓 

多くの会員に就業機会を紹介できるよう会員のニーズに合った就業先を開拓するため、３年度にセン

ターの就業開拓の方法等を見直し、４年度から体制の整備を推進。 

（・２年度は、コロナのため、就業先の開拓は、未実施。） 

（・４年度から、就業開拓の訪問件数を目標に設定し、就業開拓を推進。） 

（２）会員の技術・技能の向上 

就業につながる次の講習会を開催し、会員が就業する際の不安を軽減。また、植木剪定・除草作業等

の後継者を育成。 

 

ア 植木剪定技能等講習会 

（うち１回は後継者の育成を図る講習会） 

未就業会員に植木剪定・除草作業等を紹介し、就業者を増加。 

［目標及び実績］                                  単位：回 

区 分 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

目標回数 2 2 2 2 2 

実績回数 0 1 2 2 2 

※２年度、３年度は、コロナのため中止。 
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検証及び課題 課題に対する分析及び対応 

 

（検証） 

・全ての年度において、実績就業人員数

が、目標就業実人員数を下回った。 

 

（課題） 

・就業機会の拡大に係る（１）～（３）の

事業（「就業先の開拓」、「会員の技術・

技能の向上」、「就業相談の活性化」）に

ついては、具体的な（数値）目標が示さ

れていないため、この点も含め今後の目

標設定のあり方を検討する必要がある。 

（分析） 

・「就業先の開拓」については、３年度にセンターの就業開拓の

方法等を見直し、４年度から就業開拓の訪問件数を目標に設定

し、就業開拓を推進。（就業につながるかは、発注者の意向に

よるため、訪問件数を目標設定。） 

・「会員の技術・技能の向上」については、会員が就業する際の

不安を軽減し、就業につなげるため、講習会を開催しているが、

就業するかどうかは、会員の意思によるものなので、講習会に

おける就業者数などの数値目標は未設定。 

・「就業相談の活性化」については、就業相談の結果、就業する

かどうかは、会員の意思によるものなので、就業相談における

就業者数などの目標数値は未設定。 

 

（対応） 

「就業先の開拓」については、現状も踏まえ、目標を設定する

ことが適当。一方で、「会員の技術・技能の向上」及び「就業相談

の活性化」については、就業するかどうかは、会員の意思による

ものなので、就業者数などの数値目標の設定は難しく、現状の目

標設定が適当。 

（検証） 

・コロナの影響を受け、２年度は、一部計

画に沿って事業を実施できなかったが、

３年度以降は、計画に沿って事業を実

施。 

 

（検証） 

・会員の技術・技能の向上に係る事業につ

いては、コロナの影響を受け、２年度～

４年度は、一部事業を中止したが、５年

度以降は、計画どおり実施。 
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成  果 

イ 家事援助講習会 

［目標及び実績］                                  単位：回 

区 分 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

目標回数 2 2 2 1 2 

実績回数 1 1 1 1 2 

※２年度～４年度は、コロナのため中止。 

※５年度は、目標回数を東西事務所で合同の年１回に変更。 

ウ 手芸班講習会 

［目標及び実績］                                  単位：回 

区 分 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

目標回数 2 2 2 2 2 

実績回数 2 1 3 2 2 

※３年度は、コロナのため１回中止。 

エ 接遇講習会 

［目標及び実績］                                  単位：回 

区 分 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

目標回数 2 2 2 2 2 

実績回数 0 0 0 2 2 

※２年度～４年度は、コロナのため中止。 

（３）就業相談の活性化 

毎月第４水曜日に実施している就業相談に加え、４年度からホームページの会員専用ページや携帯電

話のショートメッセージ送信サービスを活用し、就業相談を実施。 

３ 安全・適正就業の推進 

（１）安全就業の推進 

各種委員会による安全パトロールを実施するとともに、安全就業委員会及び各種職群班が中心となっ

て安全な就業の方法等を検討し、安全就業を推進。 

（・２年度は、コロナのため、安全な就業方法等の検討は、未実施。） 

（２）安全意識の向上 

安全意識の向上を図るため、安全就業標語を会報誌、ホームページ及び議案書に掲載するとともに、

事故発生状況を会報誌に掲載。 
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検証及び課題 課題に対する分析及び対応 

  

（検証） 

・全ての年度において、計画に沿って事業

を実施。 

 

 

（検証） 

・コロナの影響を受け、２年度は、一部計

画に沿って事業を実施できなかったが、

３年度以降は、計画に沿って事業を実

施。 

 

（課題） 

・草刈機による賠償事故が増加している

ため、５年度から安全パトロールの実施

（回数）の強化、草刈機使用作業の従事

者の草刈機取り扱い講習会への出席の

必須化、６年度から草刈機の使用届出制

を実施したが、事故を無くすには至って

いないため、更なる対策の検討が必要で

ある。 

（分析） 

・５年度以降、新たな対策を講じたことにより、賠償事故件数は、

ピーク時（４年度：８件）より減少したが、一定程度（年間５

件程度）は発生。 

［草刈機による賠償事故件数］                   単位：件 

区 分 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

賠償事故件数 4 5 8 5 4 

 

（対応） 

事故を無くすため、更なる対策を検討し、実施する必要がある。 

（検証） 

・全ての年度において、計画に沿って事業

を実施。 
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成  果 

（３）安全講習会の開催 

会員が安全に就業できるよう安全に関する次の講習会を開催。 

ア 草刈機取り扱い講習会等 

［目標及び実績］                                  単位：回 

区 分 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

目標回数 2 2 2 2 4 

実績回数 0 0 4 4 4 

※２年度、３年度は、コロナのため中止。 

イ 自転車等安全運転講習会 

［目標及び実績］                                  単位：回 

区 分 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

目標回数 2 2 2 2 2 

実績回数 0 0 3 2 2 

※２年度、３年度は、コロナのため中止。 

（４）就業の適正化 

「請負」、「委任」、「派遣」、「有料職業紹介」の形態の適正な契約を行うため、契約がどの形態かをチェ

ックできる「発注受付票」を活用。また、多くの会員が就業の機会を得られる体制の整備を推進。 

（・２年度は、コロナのため、体制の整備は、未実施。） 

４ 運営組織の活性化 

（１）理事会・委員会等の連携 

各種委員会で検討されている情報を理事会・委員会等で共有し、課題解決に向けて連携できる体制の

整備を推進。 

（・２年度は、コロナのため、体制の整備は、未実施。） 

 

（２）会員組織の活性化 

自主・自立、共働・共助の理念のもと、活力ある地区班及び職群班の活動を推進。 

（・２年度、３年度は、コロナのため、活動の多くは、未実施。） 

（３）生きがい・魅力づくり 

就業を通じて生きがいにつなげる役割はもちろんのこと、地域社会との連携など、就業以外でもセン

ターの会員であることに生きがいを感じられるよう、生きがい・魅力づくりを推進。 

（・２年度は、コロナのため、活動の多くは、未実施。） 

（４）事務処理の効率化 

事務処理の効率化を図るため、職員の資質向上のための研修を実施するとともに、デジタル環境を活

用。また、会員への事務委託を推進。 

（・２年度は、コロナのため、研修を中止し、会員への事務委託の推進は、未実施。） 
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検証及び課題 課題に対する分析及び対応 

（検証） 

・安全講習会の開催に係る事業について

は、コロナの影響を受け、２年度、３年

度は、事業を中止したが、４年度以降は、

計画どおり実施。 

・草刈機による賠償事故が増加している

ため、草刈機使用作業の従事者は、５年

度から草刈機取り扱い講習会への出席

を必須化。（再掲） 

 

（検証） 

・コロナの影響を受け、２年度は、一部計

画に沿って事業を実施できなかったが、

３年度以降は、計画に沿って事業を実

施。 

 

 

（検証） 

・コロナの影響を受け、２年度は、一部計

画に沿って事業を実施できなかったが、

３年度以降は、計画に沿って事業を実

施。 

 

（検証） 

・コロナの影響を受け、２年度、３年度は、

計画に沿って事業を実施できなかった

が、４年度以降は、計画に沿って事業を

実施。 

 

（検証） 

・コロナの影響を受け、２年度は、計画に

沿って事業を実施できなかったが、３年

度以降は、計画に沿って事業を実施。 

 

（検証） 

・コロナの影響を受け、２年度は、計画に

沿って事業を実施できなかったが、３年

度以降は、計画に沿って事業を実施。 
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第３次中期計画 令和７年度～令和 11年度 

 

令和７年１月 30 日策定 

公益社団法人 静岡市シルバー人材センター 


